
【0ページ】＜はじめに＞
 皆さん、こんばんは。みずほフィナンシャルグループ、グループCFOの梅宮でございます。
 本日はお忙しいところ、個人投資家向け会社説明会にご参加頂きまして、誠にありがとう

ございます。
 日頃より、みずほ銀行、みずほ信託銀行、そしてみずほ証券を はじめとしたグループ

各社とお取引を頂いているお客様も大勢いらっしゃることと存じます。
改めまして、平素のご愛顧とご支援に心より御礼申し上げます。

 また、昨年より進めてまいりましたみずほ銀行・みずほ信託銀行の新システム移行に
際しまして、ATMなどオンラインサービス休止により、大変ご不便をお掛けいたしましたが、
本年7月をもって無事完了いたしました。ご理解とご協力に、心より御礼申し上げます。

 さて、本日は、〈みずほ〉の概要と強みをご案内した後、本年よりスタートした「5ヵ年
経営計画」を中心にご説明させて頂きます。









【5ページ】＜会社概要＞
 このページでは、〈みずほ〉フィナンシャルグループの概要をお示ししております。
 2019年3月末時点で、総資産約200兆円、純資産約９兆円の総合金融グループでござい

ます。
東証一部の他、ニューヨーク証券取引所にも上場しております。



【6ページ】＜〈みずほ〉の目指す姿＞
 〈みずほ〉の目指す姿についてご説明します。
 〈みずほ〉とは元々、みずみずしい稲の穂を表す言葉であり、実りの豊かさを意味する

言葉であります。
 この名前には、最高水準の総合金融サービスにより、国内外すべてのお客さまに、そして

経済・社会に豊かな実りを提供するかけがえのない存在であり続けたいという思いが
込められております。

 またこの思いは、右側にお示ししている通り、日本、そして、アジアと世界の発展に貢献し、
お客さまから最も信頼される、グローバルな総合金融グループを目指すという、〈みずほ〉
のビジョンに繋がっています。



【7ページ】＜〈みずほ〉の歩み＞
 ここで〈みずほ〉の歩みを簡単にご紹介させて頂きます。
 「近代日本資本主義の父」と呼ばれ、新しい1万円札の図柄となる渋沢栄一が、〈みずほ〉

の前身の一つである日本最古の銀行、第一国立銀行を設立したのは1873年（明治6年）、
日本銀行が設立される10年近く前になります。

 当時、渋沢は、日本に必要な事業を興し、近代日本の発展に貢献したいという思いのもと、
銀行を皮切りに、鉄道・ガス・建設といった社会インフラや、福祉・医療・教育などの社会
事業に力を注ぎました。

 91歳で亡くなるまでに、500近くの会社を創設したほか、多くの社会事業に関わるなど、
数々の功績を残しました。



【8ページ】＜〈みずほ〉の強み：強固な事業基盤＞
 そこから150年近い月日を経てきましたが、この長い歴史の中で培ってきた強固な顧客基

盤と国内外の拠点ネットワークこそが、私どもの最大の強みであると考えています。
 とりわけ、特定の企業集団等に偏らない、幅広いオープンな顧客基盤が〈みずほ〉の特色

であり、これは国や社会のために本当に必要と考えた事業に対しては、幅広く支援すると
いう、渋沢栄一の理念とも合致しています。



【9ページ】＜〈みずほ〉の強み：金融機能・産業知見＞
 みずほの強みの2点目は、金融機能と産業知見です。グループ内に様々な金融機能を

有し、市場から高く評価されています。
 左側にお示ししている通り、例えば複数の金融機関を取り纏めて企業の資金調達ニーズ

にお応えする国内シンジケートローンにおいては10年連続で1位となっております。
また、国内のDCM、社債引受のことですが、更にはM&Aにおいても主導的地位を確立
しています。

 また、右側にお示ししておりますとおり、産業調査や各種リサーチ分野においても、邦銀
随一のプレゼンスを誇っており、他社との大きな差別化要因となっています。



【10ページ】＜５ヵ年経営計画＞
 それでは、ここからは今年度新しく策定いたしました5ヶ年経営計画についてご説明させて

頂きます。



【11ページ】＜課題・環境認識＞
 経済・社会・生活に構造的変化を引き起こしている大きな潮流の中でも、デジタル化・少子

高齢化・グローバル化といった３つのメガトレンドは、金融業界に大きな影響を与えてきて
います。

 お客さまのニーズという点では、例えば、個人のお客さまは、人生100年時代における資
産形成を若いうちから始めるといった必要性の高まりや、スマートフォン中心のライフスタ
イルへの対応、更には少子高齢化が進む中で相続、介護も重要なテーマになってきてい
ます。法人のお客さまについては、資金手当だけでなく、成長そのものへの支援や、
事業構造の転換に伴う事業リスクへの対応、人材確保のニーズが高まっています。

 一方で、日本の潜在成長力の低下や長引く低金利による預貸金利鞘縮小、異業種から
の参入による競争の激化、デジタル化に伴う非対面取引へのシフト等、金融業界の構造
も大きく変化しております。

 こうした中、みずほ自身に目を向けてみると、長年の業務運営の中で形成された体制、
即ち人員・店舗・投資・資本等の経営資源の使い方が、お客さまのニーズや金融業界の
構造変化に十分には追いつけていないという構造的な課題、つまりビジネス・財務・経営
基盤の夫々において、ミスマッチが発生してきているという課題に直面しています。
具体的な事例をあげて少し詳しくご説明します。



 まず、「ビジネス面のミスマッチ」についてです。これまで国内では、駅前の一等地を中心
に店舗網を張り巡らせ、幅広い個人のお客さまから預金をお預かりし、それを法人の
お客さまへの貸出にあてる、というビジネスモデルで日本の経済成長を支えて参りました。
しかし、預金や送金等の基本的な銀行取引は、ＡＴＭやインターネット上の取引へシフトす
る中、銀行窓口への来店者数は、10年強で約4割減少してきました。

 一方で、資産運用や相続等に関するご相談ニーズは、益々高まってきています。変化
するお客さまニーズにお応えするためには、店舗のあり方を根本から見直していく必要が
あります。

 次に「財務面のミスマッチ」ですが、国内では、長引く低金利環境の下で、預貸金利鞘の
縮小が継続した結果、これまでの営業体制に係る固定費を伝統的な銀行取引である
貸出・預金・為替といった収益でカバーすることが難しくなってきました。

 固定費を大幅に削減しつつ、金融の領域にとどまらないお客さまの様々なニーズに
お応えして、その対価としての収益を着実にあげていくことが、財務面での大きな課題と
なっています。

 最後に、「経営基盤のミスマッチ」についてです。65歳まで同じ会社で勤め、その後は年金
で生活するということを前提とした制度は限界にきています。働く人の意識が就社から
就職へ大きく変わり、健康であれば65歳以降も働き続けるという社会の変化にあわせ、
社員自らがキャリアデザインを描き、挑戦意欲を高めながら人材バリューを高めていくと
いう形に変えていく必要があります。





【13ページ】
 以上、具体的なミスマッチの事例をいくつか説明しましたが、こうした環境・課題認識を踏

まえた上で、新しい経営計画においては、「前に進むための構造改革」をビジネス・財務・
経営基盤の三位一体で推進することを基本方針といたしました。

 経営資源配分等のミスマッチを解消し新たなお客さまのニーズに対応することで、「次世
代金融への転換」を図って参ります。



【14ページ】＜次世代金融への転換に向けた５年＞
 なお、新経営計画の計画期間ですが、構造課題に正面から向き合う上で、従来の

3年計画ではなく、敢えて5年計画と致しました。
 当初3年間は、構造改革への本格的な取組みと「次世代金融への転換」に向けた確かな

布石づくりを進め、後半の2年で、その成果を目に見える形で示しながら、更なる成長を
加速して参ります。





【16ページ】
 次に基本方針の実現に向けた基本戦略ですが、お客さまと「新たなパートナーシップ」を

構築すべく、従来の金融の枠を超えて、非金融の領域も含めた『金融を巡る新たな価値』
を創造する、ということです。



【17ページ】＜次世代金融に向けた取組み＞
 先ほどご説明しました通り、お客さまのニーズが構造的に変化していく中にあって、金融

のあり方も大きく変えていく必要があります。お客さまとの新たなパートナーシップを構築
するためには、従来の金融の領域にとらわれず、お客さまのより本源的なニーズそのも
のに正面から向き合うことが不可欠であり、金融・非金融の融合領域も含め「金融 + アル
ファ」のソリューションを提供する、これが私どもの基本戦略です。

 この基本戦略においては、〈みずほ〉がこれまで培ってきた強み、即ち顧客基盤や信頼、
市場から高く評価されている金融機能に加え、リサーチ、不動産などの非金融領域への
対応力等の強みを最大限に発揮していくことが、大きな差別化の要素となります。

 加えて、デジタル化への取り組みや外部との積極的な協働によって更にパワーアップしな
がら、「新たな価値」を創出してまいります。

 そして、その実現のための行動軸は、『オープン＆コネクト』と、『熱意と専門性』の二つ
です。

 『オープン＆コネクト』は、顧客や地域、機能といった様々な要素を、グループの内外を問
わず、よりオープンに繋ぎ合わせ、「金融を巡る新たな価値」を創出していく、というもので
す。

 『熱意と専門性』は、お客さまの夢や希望に、私共社員一人ひとりが想いを持って確りと向
き合い、専門性をもって、「考え・動き、そして実現する」、という姿勢です。

 これらの戦略を遂行することで、「次世代金融への転換」を図ります。
 19ページをご覧下さい。





【19ページ】＜重点事業領域＞
 ここからはビジネス構造・財務構造・経営基盤夫々の改革について詳しくご説明致します。
 まず、「ビジネス構造の改革」では、お客さまのニーズの構造変化を捉え、<みずほ>の

強みを最大限活用しながら、金融の枠を超え、最適なサービスやソリューションを提供
していきます。



【20ページ】＜重点事業領域別の具体的取組み＞
 個人・会社オーナーのお客様につきましては、「新たな社会におけるライフデザインの

パートナー」として、人生100年時代における資産形成や事業承継ニーズに対して、金融
のみならず不動産等も含めたソリューションを提供してまいります。

 また、キャッシュレス化や店舗の次世代化を進め、安心かつ利便性の高いサービスを、
スピード感を持って提供してまいります。

 法人のお客様につきましては、「産業構造変化の中での事業展開の戦略的パートナー」と
して、国内では、企業の成長ステージに応じたサポート力を一層強化し、成長企業への
リスクマネーの供給など、お客さまの事業リスクをシェアする新たなパートナーシップの
構築に注力して参ります。

 海外では、グローバルな事業展開を支援すべく、〈みずほ〉の強みであるアジア地域の顧
客基盤や拠点ネットワークを活かし、域内外の商流を捉えたトランザクションバンキングを
更に拡大します。

 また、業界再編やクロスボーダーM&A等に対し、〈みずほ〉の強みである業界知見を活用
したアドバイザリーや欧米資本市場へのアクセスを活用して、各種金融仲介サポートを
行って参ります。

 次のページへお進み下さい。



【21ページ】＜主要計数＞
 ここからは、「財務の構造改革」についてご説明致します。
 主要計数ですが、財務目標として、今次経営計画の最終年度である2023年度には連結

ROE 7～8％程度を掲げております。
 また、安定収益基盤を充実させ収益力を強化していく中で連結業務純益9,000億円程度

を目指して参ります。
 参考指標として、普通株式等Tier 1比率、即ちCET1比率の目指す水準につきましては、

バーゼル3新規制完全適用ベースで9%台前半に設定しますが、資本政策については
後ほど詳しくご説明致します。

 また政策保有株式につきましては、2021年度末までに3,000億円の削減を進めて参りま
す。



【22ページ】＜収益ロードマップ＞
 続いて、連結業務純益9,000億円に向けたロードマップについてご説明致します。
 5ヵ年経営計画の最初の3年間は、注力分野への必要な経費の支出は行いながらも、

経費全体としては店舗削減や人員削減等の構造改革により国内固定費を中心に削減を
行うことで、連結業務純益については2018年度対比1,000億円程度増加の7,000億円を
目指して参ります。

 後半の2年は、前半3年間の先行投資が成果を生み、更に2,000億円程度の収益増強を
図っていきます。中でも、将来に備えた資産形成サポート、事業承継・成長企業の支援、
デジタル技術を活用した新規事業領域等に注力して参ります。

 次に24ページをご覧下さい。





【24ページ】＜資本政策／株主還元①＞
 続いて資本政策・株主還元についてご説明致します。
 2019 年3月末のCET1比率は、その他有価証券評価差額金を除く、現行規制ベースで

10.7％、新規制・完全適用ベースで8.2%と着実に資本基盤は強化されています。
 リーマンショック並のストレスに対しても、十分な耐性の確保に目処がついたと認識してい

ます。
 右図の通り、今次計画では、将来的に到達していきたいCET１比率水準を「9%台前半」と

致しました。これは、例えばリーマンショック並のストレス事象が発生しても、「着実に株主
還元を行いつつ、成長投資機会にも機動的に対応できる資本水準」です。

 次のページをご覧ください。



【25ページ】＜資本政策／株主還元②＞
 株主還元方針についても改定を行い、『当面は現状の配当水準を維持しつつ、資本基盤

の一層の強化を進め、早期の株主還元拡充を目指す』といたしました。
 新方針では、安定配当方針をより明確化した上で、従来お示ししていなかった株主還元

の拡充を早期に目指すことを明記しております。
 資本活用フェーズへの転換時期ですが、右図の通り、CET1比率が8％台後半に入り、

目指す水準である「9％台前半」への到達が視野に入った段階で、成長投資や株主還元
の拡充等の資本活用について検討してまいります。

 27ページへお進み下さい。





【27ページ】＜業務スタイルの変革＞
 ここからは「経営基盤の改革」の話をさせて頂きます。
 社会の変化に応じて、新たな業務スタイルヘの変革を進める上で「人材・職場」、

「IT・デジタル」、「チャネル」、「グループ会社」の4つを重点分野と致しました。
 こうした経営基盤の改革により、社員がこれまで以上に「働きやすさ」や「やりがい」を実感

し、デジタルの活用や、チャネルの最適化により、創造性や生産性を高めながら、
お客さまへのサービス向上に繋げて参ります。



【28ページ】＜新しい人事戦略＞
 経営基盤改革の中で最も重要とも言える「新しい人事戦略」の考え方をご説明します。
 従来のように「閉じた社内の競争原理」の中で、自分の評価を高めるのではなく、人生

100年時代の中で、一人ひとりが自分の成長や、やりたい仕事にフォーカスし、「社内外で
通用する人材価値の向上」を実現していくことで、〈みずほ〉の価値を高めて参ります。

 具体的には、「社員の挑戦意欲や自主的なキャリアデザイン」を重視する人事運営へ転
換し、公募制度の拡充等の挑戦機会の拡大や人材育成プラットフォームの刷新を図るこ
とで、人材価値向上に向けた取組みを会社が徹底的にサポートします。

 更に、社員一人ひとりが活力を持って長く活躍し続けられるよう、各人の業務内容やライ
フスタイルに応じた柔軟な働き方を可能とする環境を整備致します。

 次に30ページへお進み下さい。





【30ページ】＜チャネル戦略＞
 チャネル戦略では、お客さまニーズに最適なチャネルを追及し、デジタル技術の活用に

より、既存ビジネスの高度化や生産性の向上を進めて参ります。
 まず店舗は、従来の事務処理中心の場から、お客さまの悩みや課題の解決に向けた、

「コンサルティングの場」へ転換致します。
 日常の取引については、インターネットやスマートフォンを活用した利便性の高い非対面

サービスを拡充して参ります。



【31ページ】＜デジタライゼーションへの取組み＞
 ここまで、「ビジネス」、「財務」、「経営基盤」の3つの構造改革についてご説明して参りま

したが、ここでこれらの改革の鍵となる、デジタライゼーションについてご説明させて頂き
ます。



【32ページ】＜ 〈みずほ〉のデジタライゼーションへの取組み＞
 先ほどご説明したインターネットやスマートフォンによる非対面取引の

拡充に加え、今後はキャッシュレスの浸透等、デジタル化が急速に進展して参ります。
 みずほでは、強みをいかしつつ、自前主義に拘らず、外部企業とのオープンな連携・協働

により、次世代のお客さまニーズへ迅速かつ柔軟に対応し、新規ビジネスの創出や既存
ビジネスの高度化・生産性の向上に注力して参ります。

 具体的な事例を右側にお示ししていますが、この中から2つご紹介させて頂きます。



【33ページ】＜LINEとの協働＞
 まず、昨年11月に発表したLINEとの提携です。
 国内に8,000万人の月間利用者を誇る、国内最大のプラットフォーマーであるLINEと提携

し、親しみやすく利用しやすいスマートフォンによるサービスの提供等を通じて、これまで
みずほ銀行と取引のないデジタルネイティブ世代へのリーチを拡大し、顧客基盤をより
一層強化して参ります。

 次に35ページをご覧ください。





【35ページ】＜個人向けオンラインレンディング（AIスコア）＞
 こちらは本邦初の個人向けAIスコアレンディングであるJスコアです。
 ソフトバンクと提携して、約2年前にサービスを開始致しましたが、大変好評を頂いており、

既にスコア取得数で83万件、貸付極度残高は250億円台まで伸び、堅調に推移しており
ます。

 今後は、更に貸出事業を伸ばすと共に、来年度にはデータ提供ビジネスに参入すること
を目指し、鋭意準備を進めております。











【40ページ】＜ 〈みずほ〉 のESG＞
 最後に、ESG、即ち、環境・社会・ガバナンスに対するみずほの取組みについてご説明

させて頂きます。



【41ページ】＜ESGの取組みの軌跡＞
 これまで、指名委員会等設置会社への移行や社外取締役の積極的登用等によって、

フロントランナーとして、独立性の高いガバナンス態勢を構築してきましたが、今年度は
グループ会社の一体運営の加速により、グループガバナンスの強化に取組んでおります。



【42ページ】＜環境・社会への取組み＞
 環境・社会への取組みについては、気候変動への対応を強化している他、環境や社会に

対する負の影響を助長する可能性が高い特定セクターに対する取り組み方針を制定し、
投融資の採上げ基準を厳格化しております。



【43ページ】＜サステナビリティ＞
 今回の5ヵ年経営計画の中では、新たに「サステナビリティ」を「みずほの持続的な成長と

それを通じた経済・産業・社会の持続的な発展」と定め、これを積極的に推進して参ります。



【44ページ】＜サステナビリティ重点項目＞
 また、当社に関わる様々な関係者の方々の期待や要請に対し、新たに「サステナビリティ

重点項目」を特定の上、今後、経営計画・業務計画と一体的に推進いたします。
 P45～P47は、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に関連する様々な取組み

やサッカー日本代表、東京マラソン等の各種スポーツのサポート実績についてお示しして
おります。









【48ページ】＜最後に＞
 説明は以上となりますが、最後に一言申し上げます。
 金融業界は大きな構造変化に直面しておりますが，本日ご説明させて頂いた通り、〈みず

ほ〉が持つ強みを存分に発揮しながら、熱意を持って確りとお客さまに向き合い、ビジネ
ス・財務・経営基盤の三位一体の構造改革を推進することで、「次世代金融への転換」を
果たしてまいります。

 皆さまにおかれましては、今後とも〈みずほ〉フィナンシャルグループに対しまして、
さらなるご理解とご支援を賜りますよう、心よりお願い申し上げまして、私からのご説明と
させて頂きます。
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